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２４年度の決算実績は、主に「エネルギー・ソリューションセグメント」に
おける、前年度に発生していたガス事業のスライド差益の剥落や、電力事業
での一過性費用等により、「減収減益」となりました。

売上高は、▲２５６億円減となりました。これは、「エネルギー・ソリュー
ションセグメント」における、原料費調整に伴う単価減等が主な要因です。
主に、当期決算のガス料金に反映される２３年度後半から２４年度期中の原
料価格が、対前年度で下落したことによるものです。

営業利益は▲８４１億円減の１，３３０億円となりました。
減益の主な要因は、「エネルギー・ソリューションセグメント」において、
期中での円安の進行等による原料価格上昇に伴う、原材料費の増加によるも
のです。

支払利息等が増加し営業外損益を加えた経常利益は▲１，０９２億円減の
１，１３５億円となりました。

特別損益として、投資有価証券評価損等を計上し、親会社株主に帰属する
当期純利益は、▲９１３億円減の７４１億円となりました。

２５年度通期につきましては、親会社株主に帰属する当期純利益ベースで、
増収増益と見通しております。見通しの前提となる経済フレームについて、
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３月末の開示から変更せず、為替は１ドル１５０円、原油価格については
１バレル７５ドルとしております。

売上高は、海外セグメントにおける、資源価格上昇に伴う北米シェールガ
ス事業の売上増等により、＋４．４％、＋１，１７２億円と見通しており
ます。

営業利益も同様に、北米シェールガス事業の単価増に伴う「海外セグメン
ト」の増益や、「エネルギー・ソリューションセグメント」における前年
度の高気温影響からの回復等を見込み、＋１９．５％、２６０億円増の１，
５９０億円の見通しです。

支払利息や受取利息等の営業外損益を加えた経常利益は、＋３３５億円の
１，４７０億円、特別損益として保有不動産の売却に伴う売却益等を見込
み、親会社株主に帰属する当期純利益は、＋５９９億円増の１，３４０億
円の見通しです。

当期純利益の増加および自己資本コントロールにより、２０２５年度のＲ
ＯＥは中計指標達成となる８．１％を見通しております。
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7ページには、セグメント別の売上高、および営業利益に持分法損益を加え
たセグメント利益とその増減を、８ページには、各セグメントにおける利益
分析を掲載しております。
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エネルギー・ソリューションセグメントにおける▲７９４億円の減益は、都
市ガス事業において、スライド差減等による▲５００億円の粗利減、
加えて、電力事業における、燃調期ずれ剥落による単価減、固定費の増加等
により、▲１１４億円の減益があったものです。

ネットワークセグメントは、諸経費の増加がありましたが、託送供給収益の
増により８億円の増益となりました。

海外セグメントは、前年度末に豪州上流資産売却を行ったことによる
利益剥落の一方で、資産入替を行った北米シェール事業で、ガス価格が
低位に推移したこと等により、▲４５億円の減益となりました。

都市ビジネスセグメントは、ホテル事業において、２４年５月よりホテルリ
ノベーションのための休業を開始したことに伴う利益減があったものの、不
動産売却益の増加により、１１億円の増益となりました。
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２０２４年度のガス販売量は、卸先の需要増等に伴う卸販売量の増加がある
一方、主に高気温影響による家庭用の減、および一般工業用の需要減等によ
り、全体では微減となる、▲０．８％減の１１２億１千５百万ｍ3となりま
した。
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２０２４年度の電力販売量は、全体では▲８．０％減の２３４億４千万kWh
となりました。

小売においては、契約件数の増加による需要増等により＋７．４％増、
卸ほかについては、▲２５．２％減少しております。
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セグメント別の売上高および利益の見通しと、前年度実績に対する増減を記
載しております。
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セグメントごとの利益の主な増減について掲載しております。

エネルギー・ソリューションセグメントのセグメント利益は対前年微増を見
込んでおります。都市ガスにおける前年度の高気温影響からの回復や、電力
における前年度の一時的な費用の剥落等による増益がある一方で、その他サ
ブセグメントにおける前年度の一時的利益の剥落や費用増等によるものです。

ネットワークセグメントにおける＋３６億円の増益は、前年の、高気温影響
による託送供給収益の減少からの回復等によるものです。

海外セグメントでは、北米シェールガス事業における販売単価増により
＋４４３億円の増益を見込んでおります。

都市ビジネスセグメントにおいては、既存不動産の改修費用の増等を織り込
み、▲１１５億円の減益となりますが、保有不動産売却による特別利益の計
上を見込み、不動産事業全体としては増益を見通しております。
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エネルギー・ソリューションセグメントの見通しの前提となる、ガス販売量
および電力販売量の見通しについて記載しております。

都市ガス販売量については、前年度の高気温影響による家庭用の販売量減少
からの回復等を見込むものの、主に工業用需要の減少等により、全体として
▲１．７％、▲１億９千百万ｍ3の減を見通しております。
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電力販売量の見通しにつきまして記載しております。お客さま件数の増によ
る小売り販売量の増加を見込むとともに、卸等における需要獲得により、全
体では、１７．７％増の２７５億８千２百万kWhと見通しております。
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各セグメント別のページには設備投資・投融資の計画や主な取り組みなども
あわせてお示ししております。
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中計対比で各指標をお示ししております。
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セグメント別ROAをお示ししております。



株主還元については、３月にお示ししました通り、自己資本コントロールを
目的として、上期中の１，２００億円の自己株式取得を実施しているところ
でございますが、基本的還元として、１株当たり１０円増配となる年間８０
円の配当を実施することを決定しております。
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「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けて」の取り組みについて、
補足的な内容を掲載しているほか、経済フレーム感度表、原油価格・為替
レート、主な海外投資案件等を掲載しております。
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